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このニュースは中央団体と県連絡会に送付しています。地域連絡会・加盟組織に送って下さい。

都議会６会派に要請と懇談。多くが「賛同できる内容」と好意的
＜東京各界連＞

10月９日、東京各界連加盟団体のなくす会、東京土建、東商連の各代表は、都議会６会派（生活者ネット・共産党、自治市民９３、自民党、民主党、公明党）に対し、２つの要望(①税率を引き上げないこと。②食料品などくらしにかかる消費税を軽減すること)について、都議会として国に意見書をあげるよう要請しました。
中小業者と建設業者の生活実態アンケートの結果を示して懇談をおこない、中小業者の消費税問題では課税業者の52％が消費税の転嫁ができていない、建設業者・労働者の家計で食費を切り詰めてやりくりしているなどの実情に、真剣に耳を傾けてもらいました。

公明党（後日返答する）以外の会派では、２つの要望についておおむね理解を示してくれたとの感触を受け、東京各界連として、12月の都議会に向けて陳情を提出し、意見書採択をめざすことにしています。
＜＜各地の９月、１０月の宣伝＞＞
★「せめて食料品非課税」に相次ぐ賛同、95歳女性も署名＜大阪＞　大増税反対泉南地域連絡会は、10月の定例署名宣伝行動を３カ所でおこないました。泉南市は15日午後５時からスーパー「ラ・ムー」前で７人が参加し署名が68人分、阪南市は16日午前10時からスーパー「マンダイ」前で「マンダイ」前では13人が参加し署名が92人分、岬町は16日午後５時からスーパー「オークワ」前で３人が参加し22人分の署名を集めました。「せめて食料品は非課税に、暮らしにかかわる消費税は減税しましょう。」と訴えました。95歳の女性が「手が震えてよう書かんけど、こんな字でもよろしいですか」と言いながら一生懸命署名したり、子ども連れのお母さんが「食料品は下げてほしい！」と署名するなど、多くの人が応じてくれました。中には「民主党になったから上げへんのとちがうん」と言う人もいましたが、「４年間は上げないと言っているが将来は検討すると言っている」など対話しながら行動しました。消費税を増税させず、減税させる世論をつくっていくためにも今後も行動を続けていこうと確認しました。

★民主の行方、しっかり監視を＜兵庫＞　尼崎各界連は９月24日、ＪＲ尼崎駅北口で９人が宣伝。尼崎民商の土谷洋男会長らが「総選挙では国民の怒りが自民・公明政権を大敗北に追い込んだ。消費税増税によらない政権運営を」などと訴えました。通りかかった中年の女性は「民主党は消費税を上げないといっているが、見守りたい」と語りながら署名に応じていました。
★政権交代後の宣伝に市民の関心も高い、県内１３カ所で９月行動＜埼玉＞　埼玉県内では９月の定例宣伝で、県各界連含め13地域で行動しました。越谷各界連は25日、北越谷ＣＯＯＰポレール前で４団体22人が宣伝。チラシ３００枚、ティッシュ２５０個を配布し、署名も１時間で１２７人から寄せられました。看板を何枚も立てチラシも新しく作成しての行動でした。「生協店舗前は反応がよく、署名も人通りの割に多くの人が協力してくれた」と参加者の声。春日部各界連は24日、武里団地で７団体10人がチラシ・ティッシュを１０００個配布。政権交代後の初の宣伝に「見ている人も多く、関心があったようだ」と参加者の声。狭山各界連は24日、マルエツ入間川店前で宣伝。チラシ・ティッシュ合計約３００枚を配布。チラシはほとんどの人が受け取りその場で読む人も。「こんなにチラシの受け取りが良いのは珍しい」と参加者は話しました。
★国民の声を届けること＜北海道＞　札幌北区各界連は９月24日に宣伝。各団体の代表が「民主党は４年間消費税を上げないと言うが、しっかり国民が声を上げていこう」と訴えました。
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◎北海道・幕別町で請願採択◎
　北海道・幕別町議会は９月議会で「消費税の増税反対を求める」意見書を採択しました。帯広民商の木野支部と音更班が陳情していたものです。
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■□消費税上げ５７％が容認　民主党衆院議員アンケート■□
　共同通信社が10月５日までに集計した民主党衆院議員３０８人を対象とするアンケートで、年金制度の抜本見直しのため将来的に消費税率引き上げが必要とする回答が57・６％に達しています。将来の消費税率引き上げについて、「不必要」との回答は18・６％。「無回答」は23・８％でしたが、その中には「予算の無駄を省いた後に必要ならば検討」など、将来の課題とする声も目立った、としています。先の衆院選で当選した民主党議員の68・２％に当たる２１０人が回答したもの。
国民の声を国会議員に届け、増税反対の世論をいっそう大きくしていくことが必要です。
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